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人事行政の運営等の�
状況の概要を公表します�

　伊奈町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に�
基づき公表したものの概要版です。詳細については、町�
掲示板に掲示してあるほか、町ホームページでもご覧い�
ただけます。http://www.town.saitama-ina.lg.jp�
　　　　　　　　　　　　　　　　　総務課○内２２２２�問�

職員の任免�

職員の給与および定員管理等の状況�

・平成18年度採用者�
　教育公務員３名�

一般行政職の級別職員数�

部門別職員数の状況� 各年度４月１日現在�

ラスパイレス指数の状況�

定員適正化計画の年次別進捗状況�

特別職の報酬などの額�

平成１９年４月１日現在�

平成１９年４月１日現在�

（各年４月１日現在）�

・平成18年度退職者�
　14名（定年退職11名、勧奨退職 1 名、自己都合等その他退職が 2 名）�

平成18年度人件費の状況（普通会計決算）�
人件費率(B / A）住民基本台帳人口 歳出額(A） 人件費(Ｂ）

３８,８７８人�
【H１９.３.３１現在】�

２３億７,７９８万４千円�
（１７億１,２５５万２千円）�

２４.５%�
（１７.７%）�９６億９,６８４万３千円�

※（　）内は一般職分の内書きです。�

※職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職�
者、派遣職員等を含み、臨時または非常勤職員を除いています。�

※任期中、町長の給料は２０％、副町長の給料は１０％減額されます。�
※給料の（　　）内は、減額措置を行う前の金額です。�

※ラスパイレス指数とは、一般行政職について、国家公務員の給料を１００とし�
た場合、当該団体の給料水準を表したものです。�

（注）１　計画期間は、17年～22年の5年間です。�
　　　２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。�

平成18年度職員給与費の状況（普通会計決算）�
職員数
（Ａ）

給　　　　与　　　　費

※（　）内は、再任用短時間職員の外書きです。�

計（Ｂ）給料 職員手当 期末・勤勉手当
１人当たりの
給与費（B / A）

６,３１９千円�272人 �
（1）�

 ９億８,８３２万５千円�２億６,７６８万９千円�４億５,６５３万８千円�１７億１,２５５万２千円�

平均給料・給与月額� 平成１９年４月１日現在�

※給与とは、給料に職員手当を含めたものです。�

給　料     ３４７,７００円�

給　与     ４４７,０００円�

給　料     ２６０,０００円�

給　与     ２９０,３００円�
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区　分    標準的な職務内容　　  職員数（人） 　　 構成比（％）
 １　級 主事補  ・ 技師補 ５ ３.０�
 ２　級 主   事  ・ 技   師 ８ ４.８�
 ３　級 主              任 ４５ ２７.３�
 ４　級 係   長  ・ 主   査 ５０ ３０.３�
 ５　級 課長補佐 ・  専門員 ２５ １５.２�
 ６　級 課   長  ・ 主   幹 ２９ １７.６�
 ７　級 参               事 ３ １.８�
 合　計 －  １６５ １００.０�
�

議　会 ４ ４ ４�
総　務 ５０ ４９ ４９�
税　務 ２０ ２０ ２０�
民　生 ５９ ５９ ６６�
衛　生 １８ １９ １８�
農　水 ５ ５ ５�
商　工 ２ ２ １�
土　木 ２２ ２２ ２２�
　計 １８０ １８０ １８５�
� 教育部門 ４７ ４３ ４０�

 消防部門 ５０ ４９ ４９�
 小　計 ２７７ ２７２  ２７４�
 水　　道 ９ ９ ９�
 下  水  道 ４ ４ ５�
 そ  の  他 １４ １２ １３�
 小　計 ２７ ２５ ２７�
  ３０４ ２９７ ３０１ �

部　　門 区　分
職 　　　　員　　　　数

平成1９年度平成1７年度 平成1８年度
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初任給額� 期末・勤勉手当の支給割合�
平成１９年４月１日現在�

平成１９年４月１日現在�

区　分
区　分 ６月期 12月期

一般行政職�
大学卒 １７６,８００円�
短大卒 １５９,７００円�
高  卒 １４８,０００円�

期末手当 １.４０月 １.６０月�
勤勉手当 ０.７２５月 ０.７２５月�

月　額

退職手当の状況� 平成１９年４月１日現在�

※伊奈町は、埼玉県市町村総合事務組合に加入しています。�
支給率は、この組合の条例で定められています。�

勤続年数 20年 25年 35年 最高限度額
自己都合 ２３.５月 ３３.５月 ４７.５月 ５９.２８月�
勧奨・定年 ３０.５５月 ４１.３４月 ５９.２８月 ５９.２８月�

地域手当の状況�平成１９年４月１日現在�
支　　給　　率 ７％�

 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度
 ９９.９ ９９.１ ９７.０ ９７.４ ９７.４�

期　　末　　手　　当区　　分 月　額

給料�

報酬�

町　長�
�

副町長�
�
議　長�
副議長�
常任委員長�
議　員�

６１６,０００円�
（７７０,０００円）�
５８１,４００円�
（６４６,０００円）�
３２２,０００円�
２５７,０００円�
２４４,０００円�
２２９,０００円�

（支給割合）　�
６月期  ２.１２５月分�
１２月期  ２.３２５月分�

　�
合計 ４.４５月分�

支給額の算定�
の際、算定基礎�
の加算措置が�
あります。�

17年計画年 18年１年目 19年２年目 20年３年目 21年４年目 22年５年目 18年～22年計 （参考）数値目標
 職員数 ３０４ ２９７ ３０１    ― ２８９�
 増　減  △７ ４      　△３（２０％） △１５�
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平成19年11月21日
を基準として、全国

物価統計調査が実施されます。
この調査は、小売業を営む事業所を対象

として、国からあらかじめ示された物品の
価格を調査し、物価の価格差の実態を解明
するもので、昭和42年から数えて第10回目
にあたります。
対象となる事業主の方へはあらかじめ調

査のお願いを送付させていただきます。ま
た、11月上旬より調査員が調査票の配布で
お伺いしますので、ご協力をお願いします。

企画課●◯内２２１３

目的 日本の工業の実態を明らかにし、工
業に関する施策の基礎資料を得ることを目
的として、毎年実施されます。
調査期日 平成19年12月31日現在
調査対象 ①甲対象…従業員が30人以上の
事業所
②乙対象…従業員が29人以下の事業所
調査票の配布 平成20年1月7日以降に、国
より任命された調査員が各事業所に伺います。

企画課●◯内２２１３

販売期間 11月14日�～12月27日�
頒布場所 ご希望の方は料金を添えて企画
課窓口へ（このほか県庁内統計相談室や一
部書店等においてもお求めいただけます。）

規格 14×8.5㎝
価格 500円（税込み）

企画課●◯内２２１３

平成１９年
全国物価統計
調査が実施さ
れます

工業統計調査の時期が
近づきました
～ご協力をお願いします～

平成20年版

埼玉県民手帳
～見やすく使いやすく

リニューアル～

種類（色）� 備　考�
黒（旧グリーン）� 月間予定表部分従来どおり�

月間予定表部分カレンダー型�グレイッシュブルー�

１１月１４日π�
発  売�

問

問

問

１１月１４日π�
発  売�

１１月１４日π�
発  売�

職員の勤務時間その他の勤務条件の状況�

　勤務時間の概要�

　　・ 1 週間当たり40時間�
　　・ 原則毎週月曜日～金曜日�
　　　それぞれ午前 8 時30分～午後 5 時15分�
　休暇制度および種類�
　　年次有給休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇および組合休暇�

職員の分限および懲戒処分の状況�

　　平成18年度においては該当ありません。�

職員の服務の状況�

　職務専念義務免除の状況�

　　職員は、その勤務時間および職務上の注意力のすべてをその職�
　務遂行のために用いなければなりませんが、一定の場合には職務�
　に専念する義務が免除されます。�
  （平成18年度実績）・献血に協力する場合�
　　　　　　　　　  ・消防団活動に従事する場合�
　　　　　　　　　  ・夏期休暇�
　営利企業等従事の許可状況�
　　職員は任命権者の許可を受けなければ報酬を得ていかなる事業�
　もしくは事務にも従事してはならないこととされています。平成�
　18年度の許可はありません。�

職員の研修および勤務成績の評定の状況�

研修の概要�

　　町単独研修を実施したほか、彩の国さいたま人づくり広域連合、�
　北足立北部共同研修会、自治大学校、市町村職員中央研修所およ�
　び全国建設研修センター主催の研修に参加（平成18年度）。�
　職員の勤務成績の評定方法および活用方法等の概要等�

　　勤勉さ、責任感、職務知識など13の測定要素からなる勤務成績�
　報告書により評価。主任昇任選考試験に活用しています。�

職員の福祉および利益の保護の状況�

　　職員は埼玉県市町村職員共済組合の組合員となり、同組合で実�
　施する短期給付事業、長期給付事業および福祉事業の制度を受け�
　ることができます。また、本町には一般職全員で組織する親睦会�
　があり、そこに厚生事業を委託しています。�

公平委員会に対する措置要求等の状況�

　　平成18年度は、勤務条件に関する措置の要求および不利益処分�
　に関する不服申立てはありません。�
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